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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

令和3年4月版

事 業 の 概 要

敷 地 面 積

用
途
別
内
訳

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

分 類 番 号

産業分類名

業
種
等

2021

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

指定地球温暖化対策事業者

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

理念　健全な次世代を育成するための医療と研究を推進します。

平成１４年３月　　　　　病院棟開設　64,578.45㎡
平成１６年１０月　　　　研究所開設　16,637.97㎡
平成２２年４月　　　　　臨床研究センター開設　1,186.38㎡
平成２５年１０月　　　　バイオバンク棟開設　1,072.18㎡
平成２８年４月　　　　　もみじの家開設　1,747.95㎡

77,844.21

基準年度

前年度末

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

基準年度

国立研究開発法人国立成育医療研究センター

前年度末

㎡

基準年度㎡前年度末 ㎡

医療

㎡

㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

医療業

国立研究開発法人国立成育医療研究センター

東京都世田谷区大蔵二丁目１０番１号

P_医療_福祉 医療業P83

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

88,228.38

88,228.38

㎡

81,399.00 ㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 ㎡

㎡

81,399.00



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

2009

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 2002 3

東京都世田谷区大蔵二丁目10番1号

08:00 ～ 17:00閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

国立研究開発法人　国立成育医療研究センター

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：
検討中ではあるが、現在のところ、安定した電力供給への不安や、システム導入の難しさ等が課題となってい
る。

閲覧場所：

年度

入手方法：

当センターでは、経費削減部会を定期的に開催し、省エネルギー(環境配慮)等の積極的な取り組みを進めてい
る。
その中で、以下の点を重視して各対策に取り組む。
１．エネルギー削減部会を開催し、省エネルギー提案等を取り組む。
２．広報啓発部会による職員等に対する、広報啓発。

公表方法

アドレス：

1

ホームページで公表

2009

アドレス：

計 画 の
担当部署

財務経理部　施設整備課　施設整備係

03-3416-0181　（内線5205）

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 財務経理部　施設整備課　施設整備係

03-3416-0181　（内線5205）電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

統括管理者

財務経理部長

推進責任者

調達企画室長

技術管理者

営繕専門職

省エネ推進

プロジェクト

推 進 員

・事務部３名

・情報管理部１名

・医局２名

・薬剤部１名

・放射線診療部１名

・臨床検査部１名

・リハビリテーション科１名

・MEセンター１名
・栄養管理部１名

・看護部５名

・研究所､バイオバンク１７名

省エネプロジェクトチーム

保守管理会社



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

年度

2023 2024年度 年度2021 2022

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2024

2025 2029年度から

年度から

省エネ診断等を活用し、エネルギーの利用状況をさらに追及し、
さらなる省エネができるか検討をしていく。
定期的な委員会を開催して、無駄なエネルギーを使用していないか、
又は広報啓発をし、総量削減義務（25％見込み）の削減を目指す。

2020 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

水道の使用量及び下水道の排水に伴う二酸化炭素の排出が主体になってい
る。
トイレの疑似音の導入を目指し、節水を心がける。

63,510

年度まで

25%

Ⅰ－１
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

16,935

排 出 上 限 量
(削減義務期間合計)

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

年度年度2020

年度年度 年度2022 2023 2024年度 2021

197.6

2020

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

17,554

そ
の
他
ガ
ス

122

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エネルギー起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ
（ HFC ）

特定温室効果ガス
（エネルギー起源CO2）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

省エネ診断等を活用し、エネルギーの利用状況をさらに追及し、
さらなる省エネができるか検討をしていく。
定期的な委員会を開催して、無駄なエネルギーを使用していないか、
又は広報啓発をし、総量削減義務（25％見込み）の削減を目指す。

年度

水道の使用量及び下水道の排水に伴う二酸化炭素の排出が主体になってい
る。
トイレの疑似音の導入を目指し、節水を心がける。

17,432



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A × B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2005年：14.800、2006年：14,428、2007年：15,228

2024 年度前削減計画期間 2023 年度

○

2020 年度 2021 年度 2022 年度

21,165

63,510

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2021

2024

2022 年度

Ⅰ－１

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

16,935 16,935

25.00%

2024 年度

過去の実績排出量の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2020 2021

2020 年度まで

年度

25.00%

2020 年度
削 減 義 務
期 間 合 計

2023 年度 2024 年度年度

-497 -497 

17,432

16,935

25.00%

84,675

25.00%

16,93516,935

年度 2022 年度 2023

25.00%

具体的な増減要因

医療業という分野である為､空調等の室内環境を維持しなければならない箇所が多く､
無理な排出量の抑制を行う事が困難であるが、
コロナウイルスによる影響による面会者制限や、リモートワークによる出勤人数の
減少により、エネルギー使用量が前年度より減少したと考えられる。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

特定温室効果
ガス排出量(E) 17,432



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 110200 11_主要設備等の保全管理 管理基準の作成 2005年度

2 150200 15_照明設備の運用管理 高効率ランプへ更新 2006年度

3 120700
12_蒸気の漏えい及び保温
の管理

ボイラー用ヘッダーバルブに保温加工 2007年度

4 120200 12_冷凍機の効率管理 冷凍機出口温度管理 2007年度

5 120100 12_燃焼設備の管理 燃焼機器の空気比管理 2007年度

6 130300 13_換気設備の運転管理 省エネファンベルトの導入 2008年度

7 110100 11_推進体制の整備 経費削減部会の設置 2010年度

8 150200 15_照明設備の運用管理 照明器具をLEDタイプへ変更 2011年度

9 150200 15_照明設備の運用管理 照明器具をLEDタイプへ変更 2012年度

10 150200 15_照明設備の運用管理 照明器具をLEDタイプへ変更 2013年度

11 110400
11_エネルギー使用量の管
理

電力使用量削減 2018年度

12 110400
11_エネルギー使用量の管
理

ガス使用量削減 2018年度

13 329900
32_ボイラー・工業炉・蒸
気系統・熱交換器等に係る
その他の削減対策

ボイラーの運転管理 2020年度

14 329900
32_ボイラー・工業炉・蒸
気系統・熱交換器等に係る
その他の削減対策

ボイラーの運転管理 2020年度

15 120700
12_蒸気の漏えい及び保温
の管理

蒸気トラップの更新 2020年度

16

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称
備 考

対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91 180100 18_排出量取引 超過削減量の充当 整理期間 必要に応じて行う

92

93



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

当センターでは、当初より省エネルギータイプの機器を導入して建設された。

また、広報啓発を行い、省エネルギーの職員への意識向上を図ってきた。

今後は、設備機器の更新・高効率モーターへの交換・オーバーホール・LED照明の導入をし、さらなる省エネに

努めていきたい。

再エネの導入・利用に関する取組みについて：


